第２３章　司法及び警察
民事、行政事件の概況
　昭和56年中に府下の各裁判所が取扱った新受理件数は、13万9530件で前年までの増加傾向から一転して18.3パーセント・2607件の減少となった。
　裁判所別にみると、簡易裁判所が総新受理数の54.7パーセント・7万6368件で、これは前年より2.0パーセント・1590件の減少である。又、地方裁判所は構成比45.3パーセント・6万3162件で前年に比べ1.6パーセント･1017件の減少となった。一方、高等裁判所（近畿２府４県分を含む）では、前年より7.0パーセント･ 340件の増加となった。
　なお、既済件数は前年に比べ2.6パーセント・3662件減少し、未済件数は5.0パーセント・2213件増加した。
刑事事件の概況
　昭和56年中に府下の各裁判所が取扱った新受理人数は、20万7934人で前年に比べ4.1パーセント・8860人減となり、３年連続の減少となった。
　新受理人数を裁判所別にみると、簡易裁判所が18万4915人と総新受理人数の88.9パーセントを占めているが、これは前年より4.6パーセント･8844人の減少となった。次に地方裁判所では、構成比11.1パーセントで前年に比べ3.7パーセント・750人減となり、毎年減少する傾向にある。一方高等裁判所（近畿２府４県分を含む）においては、前年に比べ6.6パーセント、192人の減少となった。
　なお、総新受理人数のうち略式事件と訴訟事件の構成比は各々、75.0パーセント・4.8パーセントであった。
家事事件の概況
　昭和56年度中に家庭裁判所が取扱った家事審判事件の新受理件数は、１万9208件で前年度より6.5パーセント･1178件の増加となり、依然増加する傾向にある。これを事件の種類別にみると、「子の氏の変更」が49.7パーセント・9555件、次いで、「精神障害者保護義務者の順位」の16.8パーセント･ 3234件となっており双方で約３分の２を占めている。
　一方調停事件の新受理件数は、6266件で前年に比べ2.2パーセント・136件増と２年連続の増加となった。なお、主な事件をみると、「婚姻中の夫婦間の事件（離婚）」が51.8パーセント･3243件で例年同様半数を占めており、次いで、「親権者の指定」9.8パーセント･ 615件、以下、「家事審判第23条に掲げる事項」7.8パーセント・488件、「子の監護者指定」7.5パーセント・469件と続いている。
少年保護事件の概況
　昭和56年中における新受理人員は５万6266人で、前年に比べて4.1パーセント・2210人の増加となっている。法令別に見ると、「道路交通法違反」が構成比56.1パーセント･ 3万1608人で半数以上を占めている。又、刑法犯は２万1693人で前年に比べ、5.5パーセント・1136人の増加となり、その内訳は「窃盗」、「業務上過失致死傷」が、それぞれ構成比54.7パーセント･１万1865人、同21.4パーセント･ 4637人と依然上位を占めている。
　次に、昭和56年中の少年院の入出院状況をみると、新収容者は296人で前年までの漸増傾向が一転して1.1パーセント・34人の減少となった。
　ぐ犯少年（不良行為を含む。）行為別補導人員は、昭和56年度で４万人台を超え、その数は４万250人、前年に比べ16.9パーセントの増加となった。行為別にみると「喫煙」が前年に比して3994人の増加で２万3277人と依然として過半数の57.8パーセントを占め、次いで「深夜はいかい」12.5パーセント、「薬物乱用」5.9パーセント、「怠学・怠業」4.9パーセント、「不良交友」4.4パーセント、「飲酒」3.7パーセントと続いている。
人権侵犯事件の概況
　大阪法務局が昭和56年中に取扱った新受理件数は725件で、前年に比べ0.8パーセント・６件減となり、２年連続の減少となった。
　主な事件をみると、「強制圧迫」が33.1パーセント・240件、以下、「住居の安全に対する侵犯」21.5パーセント･ 156件、「酷使虐待」14.6パーセント･ 106件と続いている。
刑法犯の概況
　昭和56年中に大阪府警察が取り扱った刑法犯認知件数は、13万6616件で前年より8628件（6.7パーセント）増加し、また、検挙件数も８万1383件と8830件（12.2パーセント）増加した。
　罪種別にみると、窃盗犯、知能犯、粗暴犯が相変わらず上位三位を占めており、この三種で、認知件数全体の97.3パーセント（三種合計件数は13万2955件）を、検挙件数では96.9パーセント（同７万8863件）を占めている。
　一方、刑法犯少年検挙補導状況は、２万3558人で前年を2805人（13.5パーセント）上回り、うち中学生は2978人（28.3パーセント）増の１万3483人で、全体の57.2パーセントにもおよんでいる。以下、高校生4400人、小学生1403人と続く。
　罪種別では、成年の場合同様に、窃盗犯１万5929人、粗暴犯3393人、知能犯3216人が、三大刑法犯であるが、粗暴犯と知能犯の順位が逆転しているのが特徴である。
　なお、年齢別にみてみると、14歳の5441人をピークに、13歳4516人、15歳4384人となっている。
